








































































2  参考文献４ ４Ｐ 
3  参考文献４ ６Ｐ 
4  参考文献１ ３Ｐ 





































6  参考文献３ ６Ｐ 
7  参考文献１ ３Ｐ 




































9  参考文献１ ６Ｐ 
10  末尾参考文献８の別添１が「政府標準利用規約（第 1.0 版）」である。 
11  参考文献４ ７Ｐ 
12  参考文献９ ７Ｐ 






























































15 参考文献６ ７～11P 
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（G8憲章の5原則） 
① 原則としてデータを公表する ― 政府データが、プライバシーを引き続き守りつつ、オープ
ンに公表されるとの期待を醸成する。 
② 質と量 ― 質の高い、時宜を得た、そして十分に説明されたオープンデータを公表する。 
③ すべての者が利用できる ― 可能な限り多くのデータを可能な限り多くの種類のオープンな
形式で公表する。 
④ ガバナンス改善のためのデータの公表 ― 専門性を共有し、データ収集、基準及び公表プロ
セスに関して透明性を確保する。 












































































































































































































































































時速 60Km の車で 15 分の到達
 
時速 60Km の車で 10 分の到達
 













表 jSTAT MAP側で提供している統計データの一覧 
平成22年国勢調査(小地域、1Kmメッシュ、500mメッシュ、250mメッシュ、人口集中地区境界) 
平成17年国勢調査(小地域、1Kmメッシュ、500mメッシュ、250mメッシュ) 
平成12年国勢調査(小地域、1Kmメッシュ、500mメッシュ) 
平成18年事業所・企業統計調査(1Kmメッシュ、500mメッシュ) 
平成13年事業所・企業統計調査(小地域、1Kmメッシュ、500mメッシュ) 
平成24年経済センサス−活動調査(1Kmメッシュ、500mメッシュ) 
平成21年経済センサス−基礎調査((小地域、1Kmメッシュ、500mメッシュ) 
（注）事業所・企業統計調査は経済センサスに移行した。 
 
３．２．８ お試し版と「マップDe統計」 
 jSTAT MAPは、利用に際して事前の利用者登録が必要となるが、登録前にどのような使い方が
できるのか確認できるように、お試し版を用意している。このお試し版は、使用できる機能に一
部制限があるが、使い勝手を確認できるので、是非試していただきたい。 
 また、jSTAT MAPは地図上にデータを表示するものであり、分析対象の地域に赴いてその地域
のデータを表示できると便利である。そこで、jSTAT MAPでは、タブレット対応のアプリ「マッ
プDe統計」も提供している。（iOS、Androidの両OSに対応し、無償。）PC上でジオコーディング
機能を使用してデータ登録を行い、分析対象の現地でそのデータを表示するといった使い方がで
きるので、これについても試していただけると幸いである。 
 
３．２．９ 最新のトピックス 
航空法が改正され、平成27年12月1日から、無人航空機（ドローン・ラジコン機等）が国土交
通大臣が告示で定める年の国勢調査の結果による人口集中地区の上空を飛行する場合に国土交通
大臣の許可が必要になった。これに合わせて、jSTAT MAPでは、人口集中地区を図１７のように
地図上に示すことができるようにした。図１７において赤線により囲まれた網がけ部分が人口集
中地区である。 
なお、無人航空機の飛行規制に関わる地区の表示をjSTAT MAPで行うことに違和感があるかも
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しれないが、統計は学術研究、企業や行政といった分野における企画・立案のためだけに存在す
るのではなく、国勢調査の結果として得られた人口が法律に基く地方交付税の配分や衆議院議員
選挙区の画定などの基準となっているように、各種法令中でその使用を規定することは珍しくな
いのであって、jSTAT MAPで当該地区の表示を行うことはさほど不思議なことではない。 
 
図１７ 人口集中地区の表示例 
 
また、上記のように航空法による規制に関係する統計の利用であっても、無人航空機の利用に
は不可欠なものであるから、無人航空機に関わる産業やその利用が必要となる産業に関連する経
済の拡大に微力ながらも貢献することを期待したい。 
 
４ 今後の取組 
 jSTAT MAPについては、平成28年の早期に「平成24年経済センサス−活動調査」の小地域のデー
タを追加するなど、今後も提供できる統計データの種類を拡充していく予定である。 
 また、現在のところ、従来からサービスを提供している統計GISの機能とjSTAT MAPは別のシス
テムであるが、今後は両システムを統合することを計画している。 
これらの取組は、利用者の利便性を向上させることが目的であるが、この点からは、オープン
データについての政府標準利用規約が平成27年末、若しくは平成28年の早期に改定され、利用者
に対するデータ利用上の制約が国際標準並みに少ないものとなる見込みであることをお知らせし
たい。 
  
おわりに 
 本稿では、近年のオープンデータに関する政府の全体的施策の内容と統計分野における取組の
概要を報告するとともに、統計GISの利用例を紹介させていただいた。統計GISについては、
人口集中地区 
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jSTAT MAPの利用例を多くしているが、これはjSTAT MAPのサービス提供の開始が比較的最近のこ
ともあるが、市区町村ごとの各種分析を念頭においた場合、市区町村単位での統計データの集計
結果だけでは十分な分析を行いがたいという点において、市区町村内を小地域という細かく区分
した単位で分析することのできるjSTAT MAPの機能をできるだけ紹介したいと考えたことによる。 
 筆者の力が及ばず、jSTAT MAPを含む統計GISについてどれほどの御理解をいただけたか定かで
はないが、統計GISは官民を問わず、地域の分析に有用な手段であり、地域創生にも貢献できる
と考えているので、今後の改善のために、ご要望をいただければ幸いである。 
（補遺）政府標準利用規約については、本稿執筆後の平成27年12月24日に第2.0版が決定され、 
各府省の利用規約もこれに準拠したものに変更されたことにより、利用者に対する制約は国際 
標準と同じ水準になった。 
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